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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、民主主義の下で有権者をはじめとした政治アクターが、社会的ジレンマを
乗り越えた上で多数派を形成して、様々な政治行動を行うメカニズムを政治心理学的な観点から解明することにあった
。この目的を達成するため、実験室実験、インターネット上での調査実験、さらに郵送での全国調査実験を実施した。
これらの実験から、自身の政策選好どおりに行動する市民が選挙での勝利を経験していくと、彼らの党派に対する帰属
意識が高まるとともに、民主主義的な政治システムに対する満足度が上がり、習慣的に政治的活動に参加するようにな
ることが明らかとなった。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study is to elucidate the mechanisms that voters and other pol
itical actors overcome social dilemmas and form a majority under the democratic system. To this end, I con
ducted laboratory experiments, survey experiments on the Internet, and national mail survey experiments. T
hese experiments suggest that citizens who act based on their policy preferences and experience the consec
utive wins in elections, tend to increase their party identification. They also tend to enhance their sati
sfaction with the democratic political system and to become habitual participants in political activities.
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
（１）現代民主主義システムの下での意思決
定において、多数派がどのように形成される
のか、その形成メカニズムを明らかにするこ
とは、そのシステムの安定性や信頼性、効率
性、そして正統性を検証するための必要条件
といえる。なぜなら、多数決ルールはいうま
でもなく現代民主主義における大きな原則の
１つだからである。一方で、多数の人々によ
る意見表明や政治プロセスへの参加が求めら
れる民主主義システムは、社会的ジレンマの
発生という大きな理論的な問題を抱えている。
自己利益の最大化という古典的な「合理性」
を仮定すると、自分の属するグループ（例え
ば、政党支持、職業、世代など）のメンバーの
数が大きくなるほど、フリーライドするイン
センティブが強く働くため、このような現象
がおこる。社会的ジレンマの発生は、選挙に
おける投票という現代民主主義の根幹をなす
制度にも当てはまる。すなわち、理論的には
「合理的な有権者」は選挙には行かず、棄権
を選択するという帰結が導かれるのである
(Riker and Ordeshook, 1968)。したがって、
政治的な状況において何らかの多数派が形成
されるためには、多くの場合、このような社
会的ジレンマを何らかの方法で乗り越える必
要があるのである。 
 
（２）こうした理論的帰結にもかかわらず、
現実には多くの政治アクターによって、投票
や選挙運動、署名活動やデモなど、様々な政
治的活動が日々行われている。特に投票につ
いて、この現象は「投票（参加）のパラドック
ス（Downs paradox）」と呼ばれ、問題が提起
されて 50 年以上が経った今日においても、
根本的な解明には至っていない。 
 
（３）人々が社会的ジレンマ状況におかれて
も協力を選択するというパズルは、実験経済
学や社会心理学では中心的なテーマの１つで
あり、Fehr & Gachter（2002）の公共財供給
ゲーム実験をはじめとした様々な実験研究に
よる知見が蓄積されている。これらの研究で
は、利他主義（altruism）や互恵性（reciprocity）、
あるいは意地悪（スパイト）行動によって、社
会的ジレンマ状況においても多くの人々は協
力を選択すると指摘されている。しかしなが
ら、どのような人がより協力行動を選択しや
すい（あるいは選択しにくい）のか、あるいは
どのような条件によって協力行動が増えるの
か（あるいは減るのか）という問題について
は、近年、神経科学や進化生物学からの知見
を応用した研究なども見受けられるものの、
未だにモデルの構築と検証が続けられている
段階である。 
 
（４）一方で、これまでの政治学、特に投票行
動・政治意識研究では、主に世論調査データ
を用いた分析によって、政党に対する帰属意
識が強い有権者ほど、投票や選挙運動あるい

はデモや集会といった多くの政治的活動に参
加する傾向があることがわかっている。つま
り、強い帰属意識を持つ有権者の間には、フ
リーライドを抑制させ、メンバーの多くを協
力させるメカニズムが働いていると考えられ
るのである（Smirnov et al, 2010)。申請者ら
の実験研究でも、政党に対して強い帰属意識
をもつ有権者は、社会的に不利な立場におか
れても協力行動をとり続けることが明らかに
なっており（Arai, Mimura and Murakami, 
2009)、所属集団に対する帰属意識には、社会
的ジレンマの発生を抑制する強い効果がある
と考えられるのである。 
 
２．研究の目的 
（１）本研究の目的は、民主主義の下で有権
者をはじめとした政治アクターが、社会的ジ
レンマを乗り越えた上で多数派を形成して、
様々な政治行動を行うメカニズムを政治心理
学的な観点、特にアクター自身が所属してい
ると認識する集団に対する帰属意識(アイデ
ンティティ）に着目して解明することにあっ
た。これまで申請者は、人間が生態学的合理
性にもとづいて有している「多数派志向」が、
時としてそれまでに保持していた選好よりも
優先して行動を引き起こすこと、そして形成
された多数派に属した人々の帰属意識は、選
挙などを繰り返すことで強化されることを実
験研究によって明らかにしてきた。本研究で
はこれらの知見を踏まえた上で、フリーライ
ドを抑制できる多数派形成の制度的条件を明
らかにすることを目指した。 
 
（２）上述したようにこれまでの研究におい
て、人々は、集団に対する帰属意識が活性化
することで、社会的ジレンマを乗り越えて協
力行動を選択しうるということが明らかにな
っている。したがって、本研究における具体
的な目標は、以下 3 点であった。第 1 の目標
は、「どのような種類の帰属意識が、どの程度
活性化すると、政治における人々の協力行動
を促進させるのか」を明らかにすることにあ
る。そのために、実験室実験（Laboratory 
experiment)によって帰属意識を高める（ある
いは低める）環境下に被験者をおくことで、
帰属意識の種類や強度の変化が協力行動に与
える効果を測定した。第 2 に、「どのような社
会的コンテクストに政治アクターがおかれる
と、帰属意識の変化が協力行動に及ぼす効果
が強まる（あるいは弱まる）のか」を明らかに
する。具体的には、実社会での意思決定によ
り近い状況においても実験室実験と同様の結
果が得られるのかどうかを大規模サンプルに
よる調査実験によって検証することを試みた。
そして第 3 の目標は、構築されたモデルをも
とに、選挙制度や政党システムといった制度
と有権者の協力行動メカニズムとの相互作用
について分析を行い、より多くの人々が協力
行動を選択しやすい、すなわち多数派が形成
されやすい制度的、政策的条件について提起



することであった。 
 
３．研究の方法 
本研究の目的を達成するための計画は、大き
く４つの段階からなる。第 1 段階では、アク
ターの所属集団に対する帰属意識の変化が、
公共財供給ゲーム実験において政治的な協力
行動を選択する確率に与える影響をモデル化
し、このモデルを検証するための実験室実験
の設計を行う。この実験デザインをもとに第
2 段階では、被験者の帰属意識を変化させた
グループごとに公共財供給ゲーム実験を行い、
帰属意識の変化が協力行動を選択する確率に
与える効果を測定する。第 3 段階では、この
モデルをベースにしたアクターの政策選好と
選択との関係を明らかにするための調査実験
をインターネット、および郵送にて全国の有
権者を対象に実施する。最後に第 4 段階では、
これまでに得られた実験データから、こうし
たアクターの選択によって積み上げられた政
治的帰結が、アクターの帰属意識や民主主義
システムに対する満足度、その後のアクター
の政治行動に与える影響を明らかにする。 
 
４．研究成果 
（１）平成 23 年度は、上述した研究計画のう
ち第 1、第 2 段階を実施した。まず、23 年度
前半に、アクターの所属集団に対する帰属意
識の変化が、公共財供給ゲーム実験において
政治的な協力行動を選択する確率に与える影
響をモデル化し、このモデルを検証するため
の実験室実験の設計を行った。設計にあたっ
ては、ブリティッシュ・コロンビア大学の村
上剛氏からの助言を受けた。第 1 段階で設計
した実験デザインにもとづいて、23 年度後半
には、実験室実験を実施した。被験者は報告
者の所属大学であった中央大学の学部生を対
象に募集し、約１００人が被験者として参加
した。実験の結果、所属集団に対して高い帰
属意識を有している被験者ほど、社会的ジレ
ンマ状況におかれても協力することを選択す
ることがわかった。しかしながら、その効果
は被験者が他のメンバーの行動がわかる状況
であったかどうかによって大きく異なるとい
うことも明らかとなった。具体的には、所属
集団に対して高い帰属意識をもった被験者は、
他のメンバーの行動が把握できても、できな
くても協力率は高かったが、中程度の帰属意
識を有した被験者は、他のメンバーの行動が
把握できない場合の方が、把握できた場合よ
りも一貫して協力率が高くなった。この傾向
は、他のメンバー全員が協力を選択している
ことを把握していても同じであり、被験者が
戦略的にフリーライドしようとした可能性が
うかがえる。 
 
（２）平成 24 年度は、（１）で得られた結果
をもとに研究計画の第 3 段階を実施した。ま
ず、多数派の形成と公共財供給に関する調査
実験で得られた結果をまとめ、4 月に米国中

西部政治学会（MPSA）で報告を行った。この
実験では、自分の選好どおりの行動をとった
被験者と、自分の選好とは異なる行動をとっ
た戦略的な被験者の両方が観察されたが、実
験後の尋ねた調査では、選好どおりの行動を
とったが結果的に失敗した被験者と、戦略的
に行動して失敗した被験者とでは、前者の方
が選挙結果への納得度や、民主主義システム
に対する満足度が下がることが明らかになっ
た（表１・図１）。 

表 1 

図 1 
 
次に、平成 24 年 9 月から 11 月にかけて、全
国 118 市町村、約 12300 人を対象として「地
方自治と行政サービスに関する世論調査」を
郵送にて実施した。この調査は、市町村合併
が市民の行政・政治制度に対する信頼感、満
足度、あるいは居住地域に対する帰属意識や
人的なネットワークに与える効果を測定する
ことを目的に実施された。調査は、人口動態
や産業構成などをもとにした傾向スコアによ
って都市部、合併を実施した地方、合併を実
施しなかった地方に分類した上で対象地区を
抽出し、地区ごとの有権者名簿から無作為に
対象者を抽出した。有効回答数は約 4500 人
であった。調査の結果、合併をおこなった地
域に住んでいる市民と合併をおこなわなかっ
た地域に住んでいる市民では、前者の方が有
意に 1)政治制度に対する不満が高い、2)居住
地域に対する帰属意識（社会的アイデンティ
ティ）が低い、3)祭りなどの町の行事への参加
頻度が低い、ということが明らかになった。
調査結果は、現在、学会等での発表準備を進
めている。 

アクターの選択と民主主義システムに対する満足度
満足 ある程度満足 やや不満 不満 合計
17 291 318 178 804
2.1 36.2 39.6 22.1 100.0
15 231 353 211 810
1.9 28.5 43.6 26.1 100.0

Fisher's exact =  0.009
満足 ある程度満足 やや不満 不満 合計
15 231 353 211 810
1.9 28.5 43.6 26.1 100.0
5 82 82 52 221

2.3 37.1 37.1 23.5 100.0
 Fisher's exact =  0.088

選好通りに投票して
勝利

選好通りに投票して
敗北

選好通りに投票して
敗北

選好とは異なる候補
に投票して敗北



（３）研究計画最終年度となる平成 25 年度
は、まず前年度に実施した実験にて、有権者
の政策選好と仮想の政治的なイベントとの相
互作用によって民主主義システムに対する満
足度が変化することが明らかになったため、
具体的な政策選好の多様性を測定し、実際の
政治イベントが発生した後に再度同じ政策に
ついての選好を測定し、その変化を分析した。
分析の結果、有権者の性別や年代といった属
性の違いによって、政治イベントへの反応が
大きく異なることが明らかになった。属性の
違いがもたらす反応の大きさの違いは、有権
者が保持している態度（保革イデオロギー位
置など）や政治的洗練性の違いがもたらす反
応の大きさの違いよりも明確にあらわれてお
り、今後、追跡調査を実施することで政治イ
ベントによって有権者の選好が形成・変化し
ていく過程を明らかにすることができると考
えられる。この成果は、平成 25 年 8 月に開
催された APSA の年次大会で報告をおこなう
とともに、国内の学術誌に掲載された。 
 
（４）本研究によって得られた知見をまとめ
ると、社会的ジレンマにおかれた有権者の行
動とその帰結から形成される行動習慣や政治
的態度は、以下３つのパターンに分類するこ
とができる(表 3)。 

表 3 
 
まず、自身の政策選好どおりに行動する市民
が選挙での勝利を経験していくと、彼らの党
派に対する帰属意識が高まるとともに、民主
主義的な政治システムに対する満足度が上が
り、習慣的に政治的活動に参加するようにな
る。こうしたプロセスは、まさに参加民主主
義理論が想定している市民の「教育」に他な
らないといえる。しかしながら、同じように
自身の政策選好どおりに行動しても、若い頃
に選挙での勝利を経験できない市民は習慣的
棄権者となり、党派に対する帰属意識や民主
主義システムへの満足度などが下がってしま
うのである。最後に、勝ち馬に乗ろうとして
自分の政策選好とは異なる行動を選択した市
民については、政治的態度に大きな変化はな
く、特定の行動が習慣化されることもない 。
彼らは、エリート民主主義理論が想定してい
る「大衆」に近いといえよう。つまり、強化学
習のメカニズムは、「市民」も「大衆」も生み
出しうるということが明らかになった。 
ある市民が、政策選好どおりに行動して選挙

での勝利を経験することができたということ
は、その市民が、少なくとも選挙時点におい
て多数派と同じ政策選好を有していたという
ことを意味している。このことから、習慣的
に政治的活動に参加する市民は、彼らの若い

頃に有していた政策選好がその時点でその地
域における多数派と一致していたか、少なく
とも一定の支持を得ていたということが予想
される。いいかえれば、地域や時代による政
治参加の頻度や形態の違いは、地域や時代と
いう異なる文脈から市民が学習した結果であ
ることが示唆されるのである。 
これらの研究成果は、学術書「参加のメカニ

ズム：民主主義に適応する市民の動態」とし
てまとめられ、平成26年2月に刊行された。 
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